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の
4
月
か
ら
介
護
報
酬
は
9
年
ぶ
り

に
切
り
下
げ
ら
れ
る
。収
支
状
態
を

踏
ま
え
た
改
定
だ
が
、今
回
は
社
会
福
祉
法
人

の「
内
部
留
保
」問
題
が
複
雑
に
か
ら
み
あ
っ

た
。特

養
と
デ
イ
を
焦
点
に

　

介
護
報
酬
は
１
％
分
で
約
1
0
0
0
億
円

（
租
税
5
2
0
億
円
、保
険
料
4
1
0
億
円
、

利
用
料
70
億
円
）に
あ
た
る
。

　

今
回
は
、サ
ー
ビ
ス
単
価
が
4
・
48
％
引
き

下
げ
ら
れ
、逆
に
介
護
職
員
の
賃
上
げ
原
資
で

1
・
65
％
、認
知
症
対
応
の
手
厚
い
小
規
模
事

業
所
等
へ
0
・
56
％
が
上
乗
せ
さ
れ
る
。差
し

引
き
2
・
27
％
の
マ
イ
ナ
ス
改
定
に
な
っ
た（
個

別
報
酬
は
2
月
決
定
）。

　

3
年
ご
と
の
報
酬
改
定
は
、経
営
実
態
調
査

が
主
な
判
断
材
料
に
さ
れ
る
。昨
年
の
調
査
で

全
サ
ー
ビ
ス
21
種
類
の
う
ち
16
種
類
の
収
支

差
は
5
％
以
上
で「
安
定
的
な
経
営
水
準
」（
厚

生
労
働
省
）と
み
ら
れ
た
。

　

と
り
わ
け
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
は
8
・

7
％
、デ
イ
サ
ー
ビ
ス
10
・
6
％
と
好
調
だ
っ

た
。一
方
で
地
域
包
括
ケ
ア
体
制
に
欠
か
せ
な

い「
24
時
間
対
応
の
訪
問
介
護
・
看
護
」は
0
・

9
％
で
苦
し
い
。訪
問
・
通
所
・
宿
泊
を
兼
ね
た

「
小
規
模
多
機
能
居
宅
介
護
」も
6
・
1
％
で
新

規
参
入
が
進
ま
な
い
。

　

社
会
福
祉
法
人
運
営
が
総
数
の
9
割
強
を

占
め
る
特
養
ホ
ー
ム
は
、収
支
差
だ
け
で
な
く
、

規
制
改
革
会
議
や
財
務
省
か
ら「
内
部
留
保
」

の
多
さ
を
指
摘
さ
れ
、法
人
の
是
非
を
含
む
論

議
に
な
っ
た
。

「
内
部
留
保
」は
3
億
円
？

　

社
会
福
祉
法
人
は
、1
9
5
1（
昭
和
26
）年

の
社
会
福
祉
事
業
法（
現
・
社
会
福
祉
法
）に
基

づ
い
て
創
設
さ
れ
た
。「
非
営
利
」や「
公
共
性
」

を
条
件
に
税
制
優
遇（
法
人
税
、固
定
資
産
税

の
原
則
非
課
税
）や
補
助
金
交
付
の
特
典
を
得

る
。当
然
な
が
ら
利
益
配
当
は
認
め
ら
れ
ず
、

解
散
時
は
国
庫
へ
の
返
納
等
を
義
務
付
け
ら

れ
る（
図
参
照
）。

　

2
0
0
0
年
度
の
介
護
保
険
制
度
施
行
で
、

在
宅
分
野
に
は
営
利
団
体
が
全
面
参
入
し
た
。

施
設
分
野
の
特
養
ホ
ー
ム
は「
儲
か
ら
な
い
と

撤
退
さ
れ
て
は
困
る
」等
の
理
由
で
企
業
等
の

運
営
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。し
か
し
、有
料

こ

社会福祉法人の
あり方を問う

介護報酬の改定
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老
人
ホ
ー
ム
は
特
養
ホ
ー
ム
と
同
じ
よ
う
な

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
。

　
「
な
ぜ
社
会
福
祉
法
人
は
優
遇
さ
れ
る
の
か
」

と
の
声
が
強
ま
る
の
も
無
理
は
な
い
。

　

財
務
省
調
査
で
は
特
養
ホ
ー
ム
の
内
部
留

保
は
1
施
設
当
た
り
全
国
平
均
約
3
・
2
億
円

（
2
0
1
3
年
度
）。た
だ
し
、厚
労
省
に
よ
る

「
内
部
留
保
」の
定
義
を
踏
ま
え
、「
発
生
源
内

部
留
保
」（
次
期
繰
越
活
動
収
支
差
額
、積
立
金

等
）は
約
3
・
2
億
円
だ
が
、「
実
在
内
部
留
保
」

（
い
わ
ば「
資
金
留
保
」、流
動
負
債
や
退
職
引

当
金
を
差
し
引
い
た
現
預
金
）は
約
1
・
6
億

円
だ
っ
た
。地
域
差
は
大
き
く
、最
高
の
奈
良

県
は
資
金
留
保
で
4
・
1
億
円
、最
低
の
長
野

県
は
１
億
円
を
切
る
。

　

平
均
1
・
6
億
円
も
自
由
に
使
え
る
資
金
で

は
な
く
、施
設
･
設
備
の
更
新
に
備
え
る
減

価
償
却
費
や
2
カ
月
遅
れ
の
報
酬
支
払
い
を

埋
め
る
運
転
資
金
も
含
ま
れ
る
。

　

社
会
福
祉
法
人
運
営
の
各
種
サ
ー
ビ
ス
は

高
齢
者
介
護
か
ら
保
育
、障
害
者
、地
域
福
祉

（
社
会
福
祉
協
議
会
）な
ど
多
岐
に
わ
た
り
、総

数
1
万
9
6
3
6
法
人（
2
0
1
3
年
度
）に

上
る
。そ
れ
ぞ
れ
に
留
保
額
の
分
析
･
評
価

が
必
要
に
な
る
。

余
裕
資
金
を
地
域
貢
献
へ

　

厚
労
省
の「
社
会
福
祉
法
人
の
在
り
方
等
検

討
会
」は
、内
部
留
保
か
ら
事
業
継
続
用
財
産

や
運
転
資
金
等
を
差
し
引
い
た「
余
裕
財
産
」

を
地
域
公
益
活
動
に
使
う
よ
う
に
提
言
し
た

（
2
0
1
4
年
6
月
）。

　

確
か
に
問
題
は
、む
し
ろ「
公
共
性
」「
公
益

性
」に
ふ
さ
わ
し
い
運
営
と
活
動
を
し
て
い
る

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
の
教
授
を
経

て
、目
白
大
学
生
涯
福
祉
研
究
科
・
客
員
教
授
。厚
生
労
働
省「
社
会
保
障

審
議
会
」委
員
、財
務
省「
財
政
制
度
等
審
議
会
」委
員
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉

フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ジ
ャ
パ
ン
」会
長
も
務
め
る
。

か
ど
う
か
、で
あ
る
。

　

た
と
え
ば
、社
会
福
祉
法
人
の
責
務
で
あ
る

生
活
困
窮
者
へ
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
料
軽

減
を
未
実
施
の
法
人
が
2
割
強
、財
務
諸
表
の

未
公
表
１
割
強
、公
表
は
す
る
も
の
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
掲
載
3
割
程
度（
厚
労
省
調
査
）。こ
れ

で
は
存
在
意
義
を
問
わ
れ
る
。

　

一
方
、特
養
ホ
ー
ム
を
在
宅
介
護
の
支
援
拠

点
に
し
た
り
、特
養
ホ
ー
ム
等
の
施
設
が
資
金

を
出
し
合
っ
て
生
活
困
窮
者
を
支
え
た
り
、地

域
で
頼
り
に
さ
れ
る
法
人
も
数
多
い
。

　

医
療
分
野
で
は
、す
で
に「
社
会
医
療
法
人
」

が
創
設
さ
れ
た
。救
急
・
災
害
・
僻
地
・
周
産
期
・

小
児
医
療
を
担
う
病
院
、診
療
所
は
法
人
税
・

固
定
資
産
税
を
免
除
さ
れ
、病
院
債
の
発
行
も

認
め
ら
れ
る（
適
用
2
0
1
法
人
、2
0
1
3

年
度
当
初
）。

　

社
会
福
祉
法
人
に
よ
る
地
域
貢
献
が
進
ま

な
い
な
ら
、地
域
に
必
須
の
福
祉
事
業
を
定
め
、

そ
れ
を
担
う
場
合
は
優
遇
対
象
に
す
る
仕
分

け
が
待
ち
受
け
る
だ
ろ
う
。

法人の特徴

財産の持ち分なし

剰余金は、すべて社会福祉事
業、地域の福祉事業に充てる

他の社会福祉法人へ委譲、あ
るいは国庫へ返納

理事会および地域の代表者が
参画する評議会、所轄官庁の
指導・監督

持ち分あり

株主は、剰余金の配当
を受ける権利あり

株主は、残余財産の分
配を受ける権利あり

株主総会

出資への持ち分権

剰余金の分配

残余財産

法人の
コントロール機関

社会福祉法人 株式会社


